
様式第１号 
平成  年  月  日 

 
 
茨城県知事 橋本 昌  殿 
 
                    申請者  住所（所在地） 

                      氏名（理事長名）       ㊞ 
 

学校（専修学校，各種学校）設置計画承認申請書 
 

 この度，   学校（専修学校，各種学校）を設置したいので，関係書類を添えて申

請いたします。 

 
    （注）不要の文字は，抹消すること。 
 
 （添付書類） 
 １ 設立趣意書 
２ 設置要項 
（１）目 的 
（２）名称及び設置者（代表者） 
（３）位 置 
（４）経費の見積り及び維持の方法 
（５）開設の時期，収容定員及び学級編成 
３ 学校法人の設立決議録謄本（既設学校法人については，学校設置に係る理事会･

評議員会の決議録謄本） 
４ 設置者代表者の権限証明書（様式１）（既設学校法人については，学校法人の登

記事項証明書） 
５ 設置者代表者の履歴書，身分証明書，印鑑証明書（既設学校法人については省略

できる） 
６ 設置者の資産調書（土地，建物，預金並びにその他重要な財産に関する権利を証

明する書類，既設学校法人については，直近の財産目録） 
７ 学校用地の取得方法を記載した書類（様式２） 
８ 学校付近の見取り図 
９ 校地，校舎等の配置図及び平面図（面積積算表を添付すること。） 
10 校長予定者の履歴書，学校教育法第 9条の各号に該当しない者であることを誓
約する書面（様式３），教育職員免許状の写し又は同等の資質を有することを証

明する書類 
11 学校設置に要する経費・支払計画調書（様式４） 



12 施設設備等関係書類（様式５） 
13  幼稚園を設置する場合における付属書類 
 (１) 設置しようとする市町村内の既設の幼稚園及び保育所の位地を表示した市町 
     村全図 
（２）設置しようとする市町村の首長の意見書の写 
（３）設置しようとする市町村の人口及び幼児数等調書（様式６） 
14 その他知事が必要と認める書類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式１ 
  

設 立 代 表 者 の 権 限 証 明 書 

 
 

 学校法人     学園の設立代表者に（          ）を選任し

たことを証明する。 
 
 
 
 
 
 
                     （設立発起人） 
                       住 所 
                            氏 名        ㊞ 
 
                       住 所 
                       氏 名        ㊞ 
 
                       住 所 
                       氏 名        ㊞ 
 
                       住 所 
                       氏 名        ㊞ 
 
         
 

  (注) 自筆による署名をする場合は，押印を省略することができる。 

 
  ※設立発起人の履歴書を添付すること 
 
 
 
 
 
 



様式２ 
学校用地の取得方法を記載した書類 
 
用途 所在地（市町村，大字，地番） 地

目 
面積(㎡） 所有者名 取得方法 取得時期 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 
１ 用途については，学校完成後の予定用途を記入すること（校舎敷地，校庭敷地等） 
２ 各地番ごとの登記所の証明書を添付すること 
３ 取得方法については，「寄付」，「売買」等と記載し，「借用」による場合には，その旨

を記載すること。 
４ 取得時期については，既に取得している場合には，取得した実年月日を，これから取

得する場合には取得を予定する年月を記載すること。なお，借用を予定している場合

には，借地の開始予定年月日を記載すること。 
５ 既に土地を取得又は借用している場合にあっては，土地売買契約書又は土地賃貸借契

約書等の謄本を添付すること。 
 

 
 
 



様式３ 
 

学校教育法第９条各号に該当しない者であることを誓約する書面 

 

誓  約  書  
 
 
        学校の校長就任予定者である      に
ついて，次のいずれにも該当していないことを誓約します。  
 
 
１ 成年被後見人又は被保佐人  
 
２ 禁錮以上の刑に処せられた者  
 
３ 教育職員免許法第１０条第１項第２号又は第３号に該当
することにより免許状がその効力を失い，当該失効の日か
ら３年を経過しない者  

 
４ 教育職員免許法第１１条第１項から第３項までの規定に
より免許状取上げの処分を受け，３年を経過しない者  

 
５ 日本国憲法施行の日以後において，日本国憲法又はその下
に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その
他の団体を結成し，又はこれに加入した者  

 
 
 
   平成    年   月   日  
 
  茨城県知事   殿  
 
 
 
          学校法人  
 
          理事長（設立代表者）  
 
          （記名・押印又は署名（自署）） 
 

 ※「学校法人」は，寄付行為認可申請を行う場合においては，設立しようと

する学校法人の名称とすること。 
 ※「設立代表者」は，合併認可申請を行う場合においては合併しようとする

各学校法人の理事長，組織変更認可申請を行う場合においては組織を変更

しようとする学校法人の理事長とすること。 



様式４－１ 

学校設置に要する経費・支払計画調書                   単位：千円 

年度 年度 開設年度 年度 取得等年度 
区分 所要経費 経費等内訳 所要経費 経費等内訳 所要経費 経費等内訳 所要経費 経費等内訳 

所要経費 
合  計 

支 払 計 画 
（支 払 時 期） 

校  地 
 

（うち造成費） 

 
 

（    ） 

取得面積  ㎡ 
買取先   外 
 ○    名 

        

校  舎 
 

 
 

建築面積  ㎡ 
構造 

        

体育館 
 

 建築面積  ㎡ 
構造         

校
舎
建
設
費  その他施設費 

 
 建築面積  ㎡ 

構造         

校舎建設費合計 
  

        

図  書  
一般教育図書 冊 
専 門 図 書  冊         

教  具  ○ 外 ○ 点         

校  具  ○ 外 ○ 点         

備  品  ○ 外 ○ 点         

その他  ○ 外 ○ 点         

学 
 

校 
 

設 
 

置 
 

経 
 

費 

計           

経常的経費           

合計           

（注） １. 経常経費は，学校法人会計基準の資金収支計算書の人件費，教育研究経費，管理経費及び設備経費の合計額を記入すること。 
    ２. 校舎，体育館及びその他の施設費（校舎建築費）に日本私学振興・共済事業団からの借入金を充てる場合には，別添様式４－２を添付すること。 
    ３. 特殊な場合を除き，開設年度以降に計上されることはない。 
 
 



負 債 償 還 計 画 表                       様式４－２ 

表１ 要項第 2条第 2号，第 3号，第 5条第 1号,第 2号関係 
単位：千円 

借入金に対する返済計画（元金償還額＋利息支出額） 

区分 借入先 当初借入 
金  額 借入年月日 返済期間

及び利率 

申請前年度

末まで（設立

申請時）の償

還額 

申請前年度

末（設立申

請時）現在

の残高 
申請年度 開設年度 年度 年度 年度 年度 

借入金の使

途等 

千円 
 
○年 
○月○日 

○年 ％ 
（据置 年） 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 使途： 
抵当： 

日本私学振

興・共済事

業団             

○○銀行             

(学校債)             

申
請
前
年
度
末
の
負
債
残
高 小計             

             

             

申
請
年
度
以
降

の
借
入
予
定 

小計             

合  計（A）             

年度末残高（元金＋利息）        

帰  属  収  入（B）        

帰属収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合  A／B 
％ 

 
％ 
 

％ 
 

％ 
 

％ 
 

％ 
 

％ 
 

 
表 2 要項第 5条第 3号関係                                                                  単位；千円 

負債償還合計（④）  
帰属収入（①） 借入金等返済支出

（②） 借入金等利息支出（③） 
（②＋③） うち短期借入金 

負債償還率 
（④ / ①） 

短期借入金への償還

額を除く負債償還率 

申請前年度      ％ ％ 

（注） １ 法人全体の負債(申請年度以後に予定している負債,短期借入金等を含む。)についての償還計画を年度毎に記入すること。 
    ２ 負債の償還が完了する年度まで欄を追加して作成すること。 
    ３ 「借入金に対する返済計画」の項には，元金償還額と利息支出額の合計額を記載すること。 
    ４ 「帰属収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合」の欄は，小数点第 1位（小数点第 2位切り捨て）まで記入すること。 
      5 表２は既設学校法人が新たに学校を新設する場合に記載するものとし,申請前年度決算の帰属収入に占める負債償還額の合計額の割合を求める 
    こと。 



（様式５） 

施 設 設 備 等 調 書 
 
 

  １ 校 地 

種  別 所   在   地 面  積 所有・借用の別 備 考 
校舎等敷地     
運 動 場     

  ㎡   
     
計     

 
 

  ２ 校舎等 

種  別 構  

造 室 等 名 数 面  積 備 考 

 普 通 教 室  ㎡  
 特 別 教 室    
 事 務 室    
 職 員 室    
          室    
          室    
          室    
          室    
 便       所   大便器  個 ・ 小便器  個 
 そ  の  他    

校 舎 

計    
 運 動 場    
 更 衣 室    
          室    
 そ の 他    

体育館 

計    
 ホ ー ル    
     
     講 堂 

計    
     
     
      

計    
     
     
      

計    
合     計    

 
 



 

  ３ 校具及び教具 

評   価   額 
品   名 数  量 

単  価 金  額 
備    考 

  円 円  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

計     

 
 
 



 

４ 教 職 員 組 織 調 書                                  様式５－２ 

 
最  終  学  歴 教 育 関 連 業 務 関 係 

職 名 
専任 
兼任 
の別 

氏   名 生年月日 
学校名・学部・学科名 修業 

年限 卒業年月日 

免許等の 
種類及び 
教科 内     容 年数 

計 

担 当 
教科名 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           
 
 

 

 



                                    市町村の人口及び幼児数等調書                                             様式６ 

４月１日現在の幼児等の状況 年５月１日現在の既設の幼稚園及び保育所の状況 
４月１日現在の人

口の状況 
３歳児 ４歳児 ５歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

区分 年度 

人口数 

対前

年 

増加

率 

０歳児 １歳児 ２歳児 
３歳 

児の 

数 

就園 

等幼 

児数 

就園 

率等 

４歳 

児の 

数 

就園 

等幼 

児数 

就園 

率等 

５歳 

児の 

数 

就園 

等幼 

児数 

就園 

率等 

幼児 

数計 

当該学区内の幼

稚園保育所の名

称 

収容 

定員 
実員 

収容 

定員 
実員 

収容 

定員 
実員 

収容 

定員 
実員 

                                                    

                                                    

○○○                                                   

小学校通学区                                                   

                                                    

  平均                               計 0 0 0 0 0 0 0 0 

                                                    

                                                    

○○○                                                   

小学校通学区                                                   

                                                    

  平均                               計 0 0 0 0 0 0 0 0 

                                                    

                                                    

○○○                                                   

小学校通学区                                                   

                                                    

  平均                               計 0 0 0 0 0 0 0 0 

    0   0 0 0 0 0   0 0   0 0   0 0 0 0 0 0 0 0 0 

    0   0 0 0 0 0   0 0   0 0   0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計   0   0 0 0 0 0   0 0   0 0   0 0 0 0 0 0 0 0 0 

    0   0 0 0 0 0   0 0   0 0   0 0 0 0 0 0 0 0 0 

    0   0 0 0 0 0   0 0   0 0   0 0 0 0 0 0 0 0 0 

  平均     0 0 0 0 0   0 0   0 0   0 

合計 

0 0 0 0 0 0 0 0 

注） 1 この表は，過去５年の状況を記入すること。                   

 2 「対前年度増加率」欄は，当該年度の人口数を前年度の人口数で除して得た小数点第４位までの数を記入すること。          

 3 「就園等幼児数」欄は，幼稚園及び保育所への実就園等幼児数を記入すること。              

 4 「就園等率」欄は，就園等幼児数を各年齢児の数で除して得た小数点第３位までの数を記入すること。            

 


